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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　多磁極列を表面に有する固定子と、前記固定子の磁極列面に対して平行移動すると共に
前記固定子からの磁束の向きを検知する第１のセンサデバイス及び第２のセンサデバイス
とを備えた位置検出装置であって、
　前記第１のセンサデバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサブリッジＸ０１
とセンサブリッジＹ０１とを内蔵し、
　前記第２のセンサデバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサブリッジＸ０２
とセンサブリッジＹ０２とを内蔵し、
　前記センサブリッジＸ０１，Ｙ０１，Ｘ０２及びＹ０２は、それぞれがスピンバルブ型
巨大磁気抵抗効果素子（固定層と自由層を有し、固定層磁化方向が固定されており、自由
層磁化方向が磁界の向きに応じて回転する磁気抵抗素子）のフルブリッジであり、
　前記フルブリッジ中の隣り合う辺のスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子の固定層磁化
方向が反平行であり、
　前記センサブリッジＹ０１及びセンサブリッジＹ０２は固定層磁化方向が前記固定子の
多磁極列の方向に沿うように配置されており、
　前記センサブリッジＸ０１の固定層及びセンサブリッジＸ０２の固定層は、λ／４のピ
ッチ、又はλ／４±ｎλ／２のピッチで配置されており、λは多磁極列の同極性の磁極の
ピッチであり、ｎは整数であり、
　前記フルブリッジのそれぞれに電圧を印加することにより、前記固定層磁化方向と前記
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自由層磁化方向とのなす角度に応じた４つの出力を得て、前記４つの出力を差動増幅器を
介して２つの出力信号に変換し、前記２つの出力信号を基にして位置信号を得ることを特
徴とする位置検出装置。
【請求項２】
　前記センサブリッジＸ０１、Ｙ０１、Ｘ０２、及びＹ０２の固定層磁化方向を含む平面
が、前記固定子の多磁極列面の厚み中心点を通りかつ多磁極列面に垂直な平面に対して傾
いていることを特徴とする請求項１に記載の位置検出装置。
【請求項３】
　前記第１のセンサデバイス及び前記第２のセンサデバイスの中心は、前記固定子の多磁
極列面の厚み中心点を通りかつ多磁極列面に垂直な平面から、固定子の多磁極列面の厚さ
方向に離れていることを特徴とする請求項１に記載の位置検出装置。
【請求項４】
　前記差動増幅器として、前記センサブリッジＸ０１の出力を差動増幅する第１の差動増
幅器と、前記センサブリッジＹ０１の出力を差動増幅する第２の差動増幅器と、前記セン
サブリッジＸ０２の出力を差動反転増幅する第３の差動増幅器と、前記センサブリッジＹ
０２の出力を差動増幅する第４の差動増幅器と、前記第１および第４の差動増幅器の出力
を差動増幅する第５の差動増幅器と、前記第２および第３の差動増幅器の出力を差動増幅
する第６の差動増幅器とを有し、
　前記２つの信号出力として得た第５および第６の差動増幅器の出力を逆正接演算するた
めの演算部を有することを特徴とする請求項１ないし３のいずれかに記載の位置検出装置
。
【請求項５】
　前記第５および第６の差動増幅器と前記演算部との間にＡ－Ｄ変換部を有することを特
徴とする請求項４に記載の位置検出装置。
【請求項６】
　請求項１ないし５のいずれかに記載の位置検出装置に、前記固定子の多磁極列面に対向
する可動コイルを設けることを特徴とする直線駆動装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固定子に対する可動子の位置を検出する位置検出装置、及び直線駆動装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、Ｎ極とＳ極が交互に配列された磁気部材と、その磁気部材の磁極配列
面に対向する複数のスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子とを有する磁気式位置検出装置
が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００６－０２３１７９号公報（図１、図７）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１の図１及び図７に記載のスピンバルブ型ＧＭＲ素子は、複数個で1つの感磁
面を構成している。しかし、磁極配列の為す磁界と感磁面の関係については詳細に記載さ
れておらず、位置検出精度を更に高めるための構成も開示されていない。
【０００５】
　そこで、本発明の目的は、位置の検出精度が高い位置検出装置及び直線駆動装置を提供
することである。
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【課題を解決するための手段】
【０００６】
（第１の位置検出装置）
　本発明の第１の位置検出装置は、多磁極列を表面に有する固定子と、前記固定子の多磁
極列面に対して平行移動すると共に前記固定子からの磁束の向きを検知する第１のセンサ
デバイス及び第２のセンサデバイスとを備えた位置検出装置であって、前記第１のセンサ
デバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサブリッジＸ０１とセンサブリッジＹ
０１とを内蔵し、前記第２のセンサデバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサ
ブリッジＸ０２とセンサブリッジＹ０２とを内蔵し、前記センサブリッジＸ０１,Ｙ０１,
Ｘ０２及びＹ０２は、それぞれがスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子（固定層と自由層
を有し、固定層磁化方向が固定されており、自由層磁化方向が磁界の向きに応じて回転す
る磁気抵抗素子）のフルブリッジであり、前記フルブリッジ中の隣り合う辺のスピンバル
ブ型巨大磁気抵抗効果素子の固定層磁化方向が反平行であり、前記センサブリッジＹ０１
及びセンサブリッジＹ０２は固定層磁化方向が前記固定子の多磁極列の向きに沿うように
配置されており、前記センサブリッジＸ０１の固定層磁化方向とセンサブリッジＸ０２の
固定層磁化方向とは位置がλ／４又はλ／４±ｎλ／２（但し、λは多磁極列の同極性の
磁極のピッチ、ｎは整数である。）異なるように配置されており、前記フルブリッジのそ
れぞれに電圧を印加することにより、前記固定層磁化方向と前記自由層磁化方向とのなす
角度に応じた差動出力を得て、前記差動出力を基にして位置信号を得ることを特徴とする
。
【０００７】
　固定子の多磁極列の配列方向（多磁極配列方向）に沿って可動子が移動すると、前記ス
ピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子自体は機械的に回転しないが、スピンバルブ型巨大磁
気抵抗効果素子に作用する磁界は相対的に回転磁界に相当するので、前記スピンバルブ型
巨大磁気抵抗効果素子の自由層の磁化方向は磁気的に回転する。この自由層の磁化方向の
回転角度に応じた出力をスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子を用いたセンサデバイスか
ら得る。得られた出力に逆正接演算を含む処理を行って位置信号を得る。前記自由層にお
ける磁化方向の回転の周期は固定子の磁極の周期に対して１／Ｎ倍（Ｎは２以上の整数で
ある。）となり、分解能が高くなる。
【０００８】
　センサデバイス中にはセンサブリッジが２つあり、センサブリッジ同士はエレメントの
固定層磁化方向が直交する。４個のスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子は電気的なフル
ブリッジ回路を構成する４個のエレメント（素子）に相当する。差動出力は、オペアンプ
を利用してフルブリッジの中点で得られる２つ出力の差動をとったものである。
【０００９】
　前記センサブリッジＸ０１と前記センサブリッジＹ０２とで独立に検出される角度情報
を基に第１の回転角度信号（コサイン信号）を得て、前記センサブリッジＹ０１と前記セ
ンサブリッジＸ０２とで独立に検出される角度情報を基に、前記第１の回転角度信号から
電気角で９０ｄｅｇ．遅れている第２の回転角度信号（サイン信号）を得るのが好ましい
。サイン信号とは、１波長が電気角３６０ｄｅｇ．に相当する波形である。詳しく言い換
えると、フーリエ級数展開したときに、理想的正弦波（ｓｉｎ）の基本波と回転角度誤差
の原因となる高調波とに分けることができる波形である。コサイン信号とは、フーリエ級
数展開したときに、理想的余弦波（ｃｏｓ）の基本波と高調波とに分けることができる波
形である。
【００１０】
　固定子と可動子は、固定子に対して可動子が平行移動したときに、エレメントであるス
ピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子の自由層が回転するという関係を満たすように、固定
子とセンサデバイスの距離を設定する。このように、１つのセンサデバイス内のセンサブ
リッジでエレメント同士が９０ｄｅｇ．傾けて配置されているため、センサデバイス同士
の位置が９０ｄｅｇ．位相差（すなわち、λ／４位相差）になっていなくても、センサデ
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バイスの位置を正確に測定できる。
【００１１】
　前記センサブリッジＹ０１及び前記センサブリッジＹ０２は、それぞれの感磁方向が固
定子の磁極が配列される１方向に対して同一の位相を持ち、前記センサブリッジＸ０１で
検出される出力信号と、前記センサブリッジＹ０２で検出される出力信号を反転した出力
信号とを、差動増幅を行うことにより第１の出力信号（コサイン信号）を得て、前記セン
サブリッジＹ０１と前記センサブリッジＸ０２とで独立に検出される出力信号を差動増幅
して前記第１の出力信号から電気角で９０ｄｅｇ．位相の遅れた、第２の出力信号（サイ
ン信号）を得る信号処理部分を有する。
【００１２】
　前記第１のセンサデバイスと第２のセンサデバイスとは互いに固定子の多磁極列の位置
においてほぼλ／４±ｎλ／２離れた位置（但し、λは多磁極列の同極性の磁極のピッチ
、ｎは整数である。）に設置されているこのが好ましい。前記第１のセンサデバイスと第
２のセンサデバイスとは互いに固定子の多磁極列の位置においてほぼλ／４離れた位置に
設置されているのが好ましい。
【００１３】
　固定子の多磁極列面の厚みtは、固定子の磁石の厚さ寸法に相当する。前記センサデバ
イスの中心とは、スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子の中心、又はスピンバルブ型巨大
磁気抵抗効果素子が複数個ある場合にはそれらからほぼ等距離にある中心点とする。スピ
ンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子の厚さは固定子の磁石よりも十分薄いので、前記中心は
スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子を形成する基板上にあるとして差し支えない。すな
わち、前記センサデバイスの中心はセンサ面上にあるといえる。
【００１４】
　（第２の位置検出装置）
　本発明の第２の位置検出装置は、多磁極列を表面に有する固定子と、前記固定子の多磁
極列面に対して平行移動すると共に前記固定子からの磁束の向きを検知するセンサデバイ
スを備えた位置検出装置であって、
　前記センサデバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサブリッジＸ０１とセン
サブリッジＹ０１とを内蔵し、
　前記センサブリッジＸ０１及びＹ０１は、それぞれがスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果
素子（固定層と自由層を有し、固定層磁化方向が固定されており、自由層磁化方向が磁界
の向きに応じて回転する磁気抵抗素子）のブリッジ回路であり、
　前記センサブリッジＸ０１及びＹ０１において、電気的に隣り合う辺のスピンバルブ型
巨大磁気抵抗効果素子の固定層磁化方向が反平行であり、
　前記センサブリッジＸ０１及びＹ０１の固定層磁化方向を含む平面が、前記固定子の多
磁極列面の厚み中心点を通りかつ多磁極列面に垂直な平面に対して傾いており、
　前記センサブリッジＸ０１及びＹ０１のそれぞれに電圧を印加することにより、前記固
定層磁化方向と前記自由層磁化方向とのなす角度に応じた出力を得て、前記出力を基にし
て位置信号を得ることを特徴とする。
【００１５】
　（第３の位置検出装置）
　本発明の第３の位置検出装置は、多磁極列を表面に有する固定子と、前記固定子の多磁
極列面に対して平行移動すると共に前記固定子からの磁束の向きを検知するセンサデバイ
スを備えた位置検出装置であって、
　前記センサデバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサブリッジＸ０１とセン
サブリッジＹ０１とを内蔵し、
　前記センサブリッジＸ０１及びＹ０１は、それぞれがスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果
素子（固定層と自由層を有し、固定層磁化方向が固定されており、自由層磁化方向が磁界
の向きに応じて回転する磁気抵抗素子）のブリッジ回路であり、
　前記センサブリッジＸ０１及びＹ０１において、電気的に隣り合う辺のスピンバルブ型
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巨大磁気抵抗効果素子の固定層磁化方向が反平行であり、
　前記センサデバイスの中心は、前記固定子の多磁極列面の厚み中心点を通りかつ多磁極
列面に垂直な平面から、固定子の多磁極列面の厚さ方向に離れており、
　前記センサブリッジＸ０１及びＹ０１のそれぞれに電圧を印加することにより、前記固
定層磁化方向と前記自由層磁化方向とのなす角度に応じた出力を得て、前記出力を基にし
て位置信号を得ることを特徴とする。
【００１６】
（第４の位置検出装置）
　本発明の第４の位置検出装置は、多磁極列を表面に有する固定子と、前記固定子の多磁
極列面に対して平行移動すると共に前記固定子からの磁束の向きを検知する第一のセンサ
デバイス及び第二のセンサデバイスとを備えた位置検出装置であって、前記第１のセンサ
デバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサブリッジＸ０１とセンサブリッジＹ
０１とを内蔵し、前記第２のセンサデバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサ
ブリッジＸ０２とセンサブリッジＹ０２とを内蔵し、前記センサブリッジＸ０１、Ｙ０１
、Ｘ０２及びＹ０２は、それぞれがスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子（固定層と自由
層を有し、固定層磁化方向が固定されており、自由層磁化方向が磁界の向きに応じて回転
する磁気抵抗素子）のブリッジ回路であり、前記センサブリッジＸ０１、Ｙ０１、Ｘ０２
及びＹ０２において、電気的に隣り合う辺のスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子の固定
層磁化方向が反平行であり、前記センサブリッジＸ０１、Ｙ０１、Ｘ０２及びＹ０２の固
定層磁化方向を含む平面が、前記固定子の多磁極列面の厚み中心点を通りかつ多磁極列面
に垂直な平面に対して傾いており、前記センサブリッジＸ０１、Ｙ０１、Ｘ０２及びＹ０
２のそれぞれに電圧を印加することにより、前記固定層磁化方向と前記自由層磁化方向と
のなす角度に応じた出力を得て、前記出力を基にして位置信号を得ることを特徴とする。
【００１７】
　センサブリッジＸ０１及びＹ０１の固定層磁化方向を含む平面、及びセンサブリッジＸ
０２及びＹ０２の固定層磁化方向を含む平面を、それぞれセンサ面（感磁面）と称する。
【００１８】
（第５の位置検出装置）
　本発明の第５の位置検出装置は、多磁極列を表面に有する固定子と、前記固定子の多磁
極列面に対して平行移動すると共に前記固定子からの磁束の向きを検知する第１のセンサ
デバイス及び第２のセンサデバイスとを備えた位置検出装置であって、
　前記第１のセンサデバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサブリッジＸ０１
とセンサブリッジＹ０１とを内蔵し、
　前記第２のセンサデバイスは、互いに固定層磁化方向が直交するセンサブリッジＸ０２
とセンサブリッジＹ０２とを内蔵し、
　前記センサブリッジＸ０１、Ｙ０１、Ｘ０２及びＹ０２は、それぞれがスピンバルブ型
巨大磁気抵抗効果素子（固定層と自由層を有し、固定層磁化方向が固定されており、自由
層磁化方向が磁界の向きに応じて回転する磁気抵抗素子）のブリッジ回路であり、
　前記センサブリッジＸ０１、Ｙ０１、Ｘ０２及びＹ０２において、電気的に隣り合う辺
のスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子の固定層磁化方向が反平行であり、
　前記第１のセンサデバイス及び前記第２のセンサデバイスの中心は、前記固定子の多磁
極列面の厚み中心点を通りかつ多磁極列面に垂直な平面から、固定子の多磁極列面の厚さ
方向に離れており、
　前記センサブリッジＸ０１、Ｙ０１、Ｘ０２及びＹ０２のそれぞれに電圧を印加するこ
とにより、前記固定層磁化方向と前記自由層磁化方向とのなす角度に応じた出力を得て、
前記出力を基にして位置信号を得ることを特徴とする。
【００１９】
　スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子は２個又は４個用いられ、それぞれが電気的なハ
ーブブリッジ回路又はフルブリッジ回路を構成する２個又は４個のエレメント（素子）に
相当する。
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【００２０】
　前記第４又は５の位置検出装置において、前記センサブリッジＸ０１と前記センサブリ
ッジＹ０２とで独立に検出される位相情報を基に第１の出力信号（コサイン信号）を得て
、前記センサブリッジＹ０１と前記センサブリッジＸ０２とで独立に検出される出力信号
を基に、前記第１の出力信号から電気角で９０ｄｅｇ．遅れている第２の出力信号（サイ
ン信号）を得るのが好ましい。
【００２１】
　前記第４又は５の位置検出装置において、前記第１の出力信号（コサイン信号）と前記
第２の出力信号（サイン信号）とをデジタル信号に変換するアナログ－デジタル変換部と
、変換されたデジタル信号を位置信号に演算する位置演算部とを有するのが好ましい。
【００２２】
　前記第１のセンサデバイスと第２のセンサデバイスとは互いに前記固定子の多磁極列の
位相においてほぼλ／４±ｎλ／２離れた位置（λは多磁極列の同極性の磁極のピッチ、
ｎは整数である。）に設置されているのが好ましい。さらに、前記第１のセンサデバイス
と第２のセンサデバイスとは互いに前記固定子の多磁極列の位置においてほぼλ／２離れ
た位置に設置されているのが好ましい。
【００２３】
　前記固定子のＮ極対に対して、第１のセンサデバイスと第２のセンサデバイスの相対的
な位置関係は±λ／４＋Ｎλ／２で表されるのが好ましい。また、前記センサブリッジＹ
０１及びセンサブリッジＹ０２は固定層磁化方向が前記固定子の多磁極列の方向に沿うよ
うに配置されており、前記センサブリッジＸ０１の固定層磁化方向とセンサブリッジＸ０
２の固定層磁化方向とは位置がλ／４又はλ／４±ｎλ／２（ｎは整数である。）異なる
ように配置されていることが望ましい。
【００２４】
（第６の回転角度検出装置）
　本発明の第６の位置検出装置は、多磁極列を有する固定子と、前記固定子の多磁極列面
に対して平行移動すると共に前記固定子からの磁束の向きを検知するセンサデバイスとを
備える位置検出装置であって、前記センサデバイスは、複数のスピンバルブ型巨大磁気抵
抗効果素子（固定層と自由層を有し、固定層磁化方向が固定されており、自由層磁化方向
が磁場の向きに応じて回転する磁気抵抗素子）で構成された感磁面を有し、磁束を前記感
磁面と交差させて、前記感磁面内で直交する磁束密度成分同士の振幅の大きさが等しくな
るように、前記固定子に対して前記センサデバイスが設けられていることを特徴とする。
【００２５】
　ここで、多磁極列を有する固定子は、少なくとも２つのＮ極と２つのＳ極が1方向に並
ぶように着磁されているものであればよい。この固定子としては、例えば、１つの磁極を
有する磁石を直線上に複数個配列した磁石列、多極に着磁された磁石を直線上に複数個配
列した磁石列、ハルバック磁気回路を直線上に複数配列した磁石列などが挙げられる。
【００２６】
（第７の位置検出装置）
　本発明の第７の位置検出装置は、多磁極列を有する固定子と、前記固定子の多磁極列面
に対して平行移動すると共に前記固定子からの磁束の向きを検知するセンサデバイスとを
備える位置検出装置であって、前記センサデバイスは、複数のスピンバルブ型巨大磁気抵
抗効果素子（固定層と自由層を有し、固定層磁化方向が固定されており、自由層磁化方向
が磁場の向きに応じて回転する磁気抵抗素子）で構成された感磁面を有し、空間磁束密度
の振幅比Ｋ0＝Ｂ⊥0/Ｂ//0≠１となる位置で、前記感磁面内で直交する実効磁束密度の振
幅比Ｋeff＝Ｂ⊥eff0/Ｂ//eff0が１となるように、前記固定子に対して前記センサデバイ
スが設けられていることを特徴とする。
【００２７】
（直線駆動装置）
　本発明の直線駆動装置は、前記いずれかの位置検出装置と、前記固定子の多磁極列面に
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対向すると共に前記可動子に設けられたコイルとを備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明の位置検出装置は、位置の検出精度が高いため、直線駆動装置に好適である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　（実施形態１）
　図１には、固定子１１に対するセンサデバイス１２ａの位置を検出する位置検出装置を
示す。図１（ｂ）は図１（ａ）のＡ－Ａ断面図である。固定子１１は、焼結磁石のブロッ
クが隣あうように１列に連結されており、Ｎ極とＳ極が交互になるようにλ／２で並び、
多磁極列を構成する。太い矢印で表わした磁化の向きに直交する側面（磁束の出入りする
側の面）が、多磁極列面である。この構成ではセンサデバイス１２ａが可動子に相当し、
固定子１１の磁極の配列方向に沿って平行移動可能に配置されている。センサデバイスを
平行移動させると、多磁極列からセンサデバイスが回転磁界を受けるので、自由層が回転
し、位置に応じた出力をセンサデバイスから取り出すことができる。センサデバイスに接
続する電子回路の詳細は後述する。固定子の厚み中心を通り且つ多磁極列面に直交する平
面とセンサデバイス１２ａの感磁面との距離はh’≠０である。固定子の厚み中心を通り
且つ多磁極列面に平行な平面とセンサデバイス１２ａの中心（感磁面の中心）との距離は
r１である。センサデバイスの感磁面内において、磁極の配列方向（多磁極列方向）に沿
った磁束密度成分の振幅の大きさと磁極の配列方向に直交する磁束密度成分の振幅の大き
さとがほぼ等しくなるように、センサデバイス１２ａをＺ軸方向に距離ｈ’ずらして配置
している。この位置検出装置を直線駆動装置に適用すると、直線駆動装置の可動子の位置
を高精度に検出することができる。
【００３０】
　（比較形態１）
　図２には、多磁極列の真横（χ＝０、ｈ'＝０）にセンサデバイス１２ａを配置する位
置検出装置を示す。図２（ｂ）は図２（ａ）のＡ－Ａ断面図である。ｈ'＝０以外の構成
は図１と同様である。ただし、この配置では、センサデバイスの感磁面内において、磁極
の配列方向（多磁極列方向）に沿った磁束密度成分の振幅の大きさと磁極の配列方向に直
交する磁束密度成分の振幅の大きさとが等しくないので、センサデバイスを平行移動させ
てその位置を求めても、直線変位量の誤差が大きい。
【００３１】
　（実施形態２）
　図３には、多磁極列の横（χ≠０、ｈ'＝０）にセンサデバイス１２ａを配置する位置
検出装置を示す。図３（ｂ）は図３（ａ）のＡ－Ａ断面図である。固定子の厚み中心点を
通り且つ多磁極列面に直交する平面に対してセンサデバイス１２ａの感磁面をχ傾けてい
る以外の構成は、図１と同様である。ただし、センサデバイスの感磁面内において、磁極
の配列方向（多磁極列方向）に沿った磁束密度成分の振幅の大きさと磁極の配列方向に直
交する磁束密度成分の振幅の大きさとがほぼ等しいので、直線変位量の誤差は実施形態１
と同程度に抑制することができる。
【００３２】
　（実施形態３）
　図４には、図２の構成に更にセンサデバイス１２ｂを加入している位置検出装置を示す
。第１のセンサデバイス１２ａに対して感磁面の中心同士がλ／４離隔するように第２の
センサデバイス１２ｂを配置すると２つのセンサデバイスを一体で平行移動させる以外は
図２と同様である。２つのセンサデバイスの出力を合成する際に誤差成分が相殺されるの
で、比較形態よりも直線変位量の誤差を小さくすることができる。
【００３３】
　（実施形態４）
　図５には、固定子１１に対するセンサデバイス１２ａの位置を検出する他の位置検出装
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置を示す。第１のセンサデバイス１２ａに対して感磁面の中心同士が３λ／４離隔するよ
うに第２のセンサデバイス１２ｂを配置する以外は図４と同様である。直線移動に係る変
位量検出の場合は、２つのセンサデバイスの位置関係（感磁面の中心同士の位置関係）は
、λ／４±ｎλ／２で規定される。そのため、図５のように第２のセンサデバイスを３λ
／４離れた位置に配置しても同様の効果を得ることができる。
【００３４】
　（実施形態５）
　図５の構成について、さらに各々のセンサデバイス１２ａ，１２ｂを共にｚ軸方向にｈ
’平行移動させたところ、図１の直線変位量の誤差を更に抑える変位検出装置を得る。
【００３５】
　（実施形態６）
　図５の構成について、さらに各々のセンサデバイス１２ａ，１２ｂを共に図３のように
χ傾斜させたところ、図５と同等のレベルに直線変位量の誤差を抑える変位検出装置を得
る。
【００３６】
（固定子と可動子の位置関係）
　図６には、固定子の多磁極列と、可動子のセンサデバイスの位置関係の例を示す。図６
（ａ）は図１～５の（ａ）と同様に位置検出装置の上面図であり、図６（ｂ）は（ａ）の
Ａ－Ａ断面図に相当する。（ａ）において太い矢印は１つのブロック毎の着磁方向を表わ
し、曲線状の細い矢印は磁力線を表わす。図６（ｂ）は２通りのセンサデバイス１２ａ’
’、及びセンサデバイス１２ａ’’の配置を示すものである。センサデバイス１２ａ’は
、ｈ’＝０のＸ－Ｙ平面上にセンサデバイスの感磁面の中心を配置し、その感磁面をＸ－
Ｙ平面に対してセンサ傾斜角χだけ傾けている。センサデバイス１２ａ’’は、センサ配
置角φ'の位置にあり、Ｘ－Ｙ平面に対してχ'傾けている。センサデバイス１２ａ’’の
中心は、固定子１１の厚み中心点を通りかつ多磁極列方向に垂直な平面（Ｘ－Ｙ平面に平
行な面）からＺ軸方向にｈ’離れている。センサデバイス１２ａ’’の位置において、磁
束の方向はＸ軸からε'傾いている。固定子の磁石の厚みtはＺ軸方向の寸法である。固定
子１１の厚み中心点は、固定子のＸ－Ｙ断面中央とＺ軸断面の中央が交差する点であり、
ＸＹＺ軸の原点に相当する。なお、図６の磁石とセンサデバイスの相対的位置関係は、基
本的には図９でセンサデバイスをＺ軸方向にずらして配置する構成と同様であるが、磁石
の回転中心が存在しないため、センサ配置角φの基準は、磁石のＸ軸の中心とＺ方向の中
心と見なす。
【００３７】
（実施形態７）
　図７の（ａ）には、固定子４０の多磁極列方向に沿って、可動子４９を平行移動させる
直線駆動装置を断面図（Ｘ－Ｙ断面図）で示す。固定子４０は、ＮｄＦｅＢ系焼結型永久
磁石で構成したリング磁石４１を多段に積み重ねて、そのリングの貫通孔に非磁性のシャ
フト４２を装着している。隣り合うリング磁石同士はＹ方向で着磁方向（太矢印）が逆に
なるように多磁極列を構成する。個々のリング磁石の着磁方向はリング磁石の軸方向に相
当する。可動子４９は、磁界を発生する駆動円筒部と、センサデバイスを有する検知円筒
部を備える。前記駆動円筒部は、軟磁性のヨーク４３に励磁用の巻線のコイル４４を設け
ている。コイルに流す励磁用電流とそれによる磁界を制御することで、可動子４９を駆動
又は停止させる。
【００３８】
　検知円筒部は、センサデバイス１２ａ及び１２ｃを支持する円筒状の非磁性部４５ａと
、センサデバイス１２ｂ及び１２ｄを支持する円筒状の非磁性部４５ｂと、前記非磁性部
４５ｂの外周の設けた矩形の非磁性部４６及びセンサデバイス１２ｅとを備える。非磁性
部４５ａ及び４５ｂの間には駆動円筒部が固定されており、３つの部材は一体の円筒型を
為す。前記センサデバイスは、センサデバイスの感磁面内において、磁極の配列方向（多
磁極列方向）に沿った磁束密度成分の振幅の大きさと磁極の配列方向に直交する磁束密度
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成分の振幅の大きさとがほぼ等しくなるように、非磁性部４５ａ又は４５ｂに固定する。
【００３９】
　非磁性部４６に設けるセンサデバイス１２ｅは、固定子と同様に固定されており、非磁
性の基準レール４８上に１箇所だけ設ける基準磁極４７を検知して、位置の基準とし、可
動子の制御に用いる。基準レール４８は固定子と同様に動かない。センサデバイス１２ｅ
によりセンサデバイス１２ａ～１２ｄが検知するのが幾つ目のλであるかを判別すること
ができる。これらセンサデバイスから得られる位置情報を用い、前記駆動円筒部を制御す
ると、可動子を正確に駆動又は停止させることができ、高精度の直線駆動装置となる。
【００４０】
　図７において、センサデバイス１２ａ～１２ｄ及び１２ｅは図１２の（ａ）～（ｆ）に
示すセンサデバイス１２ａ，１２ｂと同様のものを用いる。図７でセンサデバイス１２ａ
及び１２ｂは固定子の多磁極列方向において２λ＋３λ／４の位置関係を為すように固定
している。図示を省略するが、センサデバイスに接続する電子回路は図１３の回路を構成
している。検知円筒部では、リングに通す貫通孔の内面はシャフトと円滑に摺動するよう
処理されているが、リングに通すこと以外には特に位置を保持する部材を設けてはいない
。
【００４１】
　また、図７の（ａ）の構成において、固定子４０を図７（ｂ）に示すように多段に積み
重ねた円柱磁石４１ｂに置換えることも可能である。前記円柱磁石４１ｂは非磁性円筒内
に積み重ねて固定することが望ましい。また、ヨーク４３を同じ形をした非磁性体（すな
わちボビン）で置き換える場合もある。リング磁石４１と非磁性のシャフトの組合せは、
例えば、径方向にラジアル着磁したリング磁石に非磁性のシャフトを通したもの、或いは
外周面に着磁したリング磁石に軟磁性のシャフトを通したものに置換えることができる。
また、ヨーク等の一部又は全部を非磁性体に置き換える場合もある。これらの変更は、コ
イルの巻数やそれに流す電流、可動子の重量や必要とする駆動力等との関係を踏まえ、適
宜行うことができる。
【００４２】
（実施形態８）
　図８には、固定子５０の多磁極列方向（Ｙ方向）に沿って、可動子５９を平行移動させ
る他の直線駆動装置を断面図（Ｘ－Ｚ断面図）で示す。固定子５０は、軟磁性の側板ヨー
ク５２ａ，５２ｂ及び基板ヨーク５２ｃで構成されるコの字型のヨークと、側板ヨークの
内側に各々固着された磁石列５１ａ及び５２ｂと、前記側板ヨーク及び基板ヨークを固定
する強度を高める為の補強部材５８ａ及び５８ｂを備え、ヨークと磁石で磁気回路を為す
。可動子５９は、励磁用のコイル５４とそれを支持する枠体５３及びテーブル５６と、前
記テーブル５６を固定子５０に対してＹ方向で移動可能に支持するガイド部５７ａ及び５
７ｂと、センサデバイス１２ａ及び１２ｂとを備える。前記センサデバイス１２ａは枠体
５３の面に直接固定され、センサデバイス１２ｂは支持基板５５を介してテーブル５６に
支持されている。
【００４３】
　図８において、上述の磁気回路に対して可動子が平行移動する際に、センサデバイスに
印加される磁石からの磁界が回転磁界となる位置に、センサデバイスを配置している。
Ｂ－Ｂ線の左側と右側では、別々の態様を図示している。左側の構成は、磁極よりの領域
の磁界を検知し、センサデバイスの感磁面に対して磁力線が傾斜するように配置している
。右側の構成は、磁極中間の領域の磁界を検知し、磁力線に対してセンサデバイスの感磁
面が傾斜するように配置している。双方の構成について、センサデバイスの感磁面内にお
いて、磁極の配列方向（多磁極列方向）に沿った磁束密度成分の振幅の大きさと磁極の配
列方向に直交する磁束密度成分の振幅の大きさとが等しくなるように、センサデバイスを
配置している。
【００４４】
　図８において、センサデバイスを設置する箇所の他の形態例として、センサデバイス１
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２ｃ，１２ｄ及び１２ｅを点線で表示する。これらのセンサデバイスは、Ｙ軸方向におけ
る枠体５３の端面に固定する。センサデバイス１２ｃの場合、磁石列５１ａ，５１ｂ間に
形成される平行磁界（向きが交互に変わる磁界）を受けるので、座標のＸ－Ｙ平面に対し
て感磁面を傾けている。センサデバイス１２ｄ、１２ｅの場合、磁石列の端近傍で磁力線
が曲がるので、センサデバイスの感磁面内において磁極の配列方向（多磁極列方向）に沿
った磁束密度成分の振幅の大きさと磁極の配列方向に直交する磁束密度成分の振幅の大き
さとがほぼ等しくなる位置のうち、センサデバイスをＸ－Ｙ平面に対してほぼ平行にでき
る位置を選択し、配置している。
【００４５】
　直線上を平行移動する可動子及びセンサデバイスと、多磁極列を有する固定子との位相
関係をそのままで数式をもって詳細に説明することは簡単ではない。そこで、変換可能な
モデルとして回転する磁石回転子と固定したセンサデバイスからなる回転角度検出装置の
角度検出原理を説明する。まず、このリング磁石の外径が限りなく大きく、極数が非常に
多い場合を考える。この場合、センサデバイス側から見ると、リング磁石の回転は１列に
並んだ多数の磁極が直線移動している状態と等価と考えることができ、直線変位量を検出
できる。したがって、直線変位量の説明を回転角度検出の説明で相互に置き換えることが
できる。
【００４６】
（１）回転角度検出原理
　回転方向に２Ｎ極（Ｎは自然数）を有する磁石回転子について、本発明の回転角度検出
装置の角度検出原理を説明する。この磁石回転子はＮ極対の磁石を有していると言い換え
ることができ、Ｎ回の軸対称性を有している。ある基準角の機械角θｍは電気角θｅｌに
よって式（１）で表される。特に、２極（Ｎ＝１）の場合は式（２）で表され、電気角と
機械角が等しくなる。
【００４７】
【数１】

【００４８】
【数２】

【００４９】
　単純化のために軸方向に無限に長い磁石回転子を仮定する（すなわち、軸方向には磁場
は一様に分布していると仮定する）。このとき磁石回転子から発生する磁場を測定位置（
ｒ，θ）の関数とした空間ベクトルで表すと、半径方向の磁場成分Ｈｒと回転方向の磁場
成分Ｈθとはそれぞれ式（３－１）及び式（３－２）で近似できる。
【００５０】

【数３】

【００５１】
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　さらに、式（３－１）及び式（３－２）において、基本波成分がゼロでなく（すなわち
Ａ１がゼロではない）場合、ｒがある程度大きく３次以上の高調波がＡ１で表される基本
波に比して小さいときには、式（４－１）及び式（４－２）のように簡略化可能である。
【００５２】
【数４】

【００５３】
　これは、測定点に対して磁石回転子が角度θｍだけ動くと磁場の向きがθｅｌ変化する
ことを意味する。すなわち、磁場の大きさに関係なく、磁場の方向を検知することにより
磁石回転子の回転角度が測定可能であることを意味している。
【００５４】
（２）スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子
　前述の原理による磁気センサを実現するためのエレメント（素子）として、スピンバル
ブ型巨大磁気抵抗効果素子がある。磁気抵抗効果素子は磁場を感知してその抵抗値が変化
するエレメント（素子）であり、通常はエレメント（素子）の異方性方向の磁場成分を一
次元的に検知するように使用される。エレメント（素子）を回転磁場中に入れた場合の抵
抗変化に着目している。回転磁場に対してｃｏｓα（αは固定層の磁化と自由層の磁化と
のなす角）の抵抗変化をするエレメント（素子）、符号が逆の（－ＣＯＳα）の抵抗変化
をするエレメント（素子）、又はそれらを組み合わせた素子対を用いる。直流電圧印加時
に、ＣＯＳαに比例する電圧を出力するエレメント（素子）を適用することにより、式（
５）に示すようにＲｒｅｓが出力される。式（５）において、δは抵抗変化率である。
【００５５】

【数５】

【００５６】
　スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子を使用した場合、固定層の磁化の向きは製造工程
によって決まり、外部磁場の動きによって変化しない。一方、自由層の磁化は、外部磁場
の方向と同一であることから、抵抗変化は外部磁場の方向にのみ依存し、磁場の絶対値の
大きさにはよらない動作が可能となる。このように、スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素
子では、磁場と感磁方向のなす角度に応じた出力が得られるため、電気角の１周期に対し
て１周期分の波形出力が得られ、逆正接演算によって絶対角度を求めることができる。ま
た磁石回転子から印加される磁束に応じて自由層の磁化はスムーズに回転する。このため
、本発明に使用するエレメント（素子）として適している。なお、逆正接演算とは、第１
の正弦波状出力信号ｘ（例えばセンサブリッジＸ０１から得る信号）、及び第２の正弦波
状出力信号ｙ（例えばセンサブリッジＹ０１から得る信号）から、ｔａｎθｍ＝ｙ／ｘの
関係となるθｍを求めることである。
【００５７】
　上記において、ＨｒとＨθの振幅は等しいとして説明を行ったが、磁石回転子の軸方向
寸法（すなわち磁石回転子厚み）が有限である場合、振幅は等しくならない。以下に、振
幅が等しくないときの角度演算方法を説明する。回転の軸芯を座標の原点とした永久磁石
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の外周近傍にセンサデバイスを設置する場合、その最適配置は以下のように求まる。磁石
回転子の中心を原点とする座標系（Ｘ，Ｙ，Ｚ）において、位置（Ｘ，Ｙ，Ｚ）に、後述
する内部に平行反平行方向の固定層磁化方向を有するスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素
子がブリッジ接続されているセンサデバイス１２ａを配置する。センサブリッジＸ０１の
固定層磁化方向をＸ軸と平行に配置し、センサブリッジＹ０１の固定層磁化方向はＹ軸と
平行（磁石回転の接線方向）に配置した。Ｘ－Ｙ平面と、前記磁石の原点とセンサデバイ
スの中心とを結ぶ線とがなす角をセンサ配置角φとすると、磁石回転子が円周方向にθｍ

回転したときのＸ，Ｙ及びＺ方向の磁束成分ＢＸ、ＢＹ及びＢＺはそれぞれ式（６－１）
、式（６－２）及び式（６－３）で表される。ただし、磁石回転子を１個の磁気モーメン
トｍに近似して考えた。
【００５８】
【数６】

【００５９】
　このとき、ＢＹをＢ//とし、残りのＹ軸に直交する成分をＢ⊥と表すと、式（７－１）
及び式（７－２）となる。
【００６０】

【数７】

【００６１】
　Ｂ//0はＢ//の振幅であり、Ｂ⊥0はＢ⊥の振幅である。これらの振幅比である空間磁束
密度振幅比Ｋ0は、式（８）で表される。
【００６２】
【数８】

【００６３】
　Ｚｓ＝０の場合は、Ｂｚ＝０であるため、Ｂ//とＢ⊥はともにＸ－Ｙ平面内に存在する
。Ｚｓ≠０の場合、すなわちあるセンサ配置角φ（φ＝９０ｄｅｇ．を除く）の位置にセ
ンサデバイスを設置すると、センサデバイスの中心ではＸ－Ｙ平面からε傾いた平面（以
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下、ε面と称する）内で空間磁束密度振幅比Ｋ0の回転磁場が得られる。
【００６４】
　一方、φ＝０ｄｅｇ．の場合、空間磁束密度振幅比Ｋ0＝Ｂ⊥0/Ｂ//0＝２で、９０ｄｅ
ｇ．位相の異なる磁束を受けることとなり、センサ出力は正弦波とはならず、センサブリ
ッジＸ０１の出力はほぼ台形波、センサブリッジＢ０１の出力はほぼ三角波となる。その
結果、±２０ｄｅｇ．という非常に大きな誤差が発生してしまう。このとき、センサブリ
ッジＹ０１の固定層磁化方向を回転軸としてχ傾けたとき、センサデバイス内のスピンバ
ルブ型巨大磁気抵抗効果素子が実効的に受ける磁束密度のＹ方向成分Ｂ//eff、それに直
交する方向の成分Ｂ⊥eff、及び実効磁束密度振幅比Ｋeffは、それぞれ式（９－１）、式
（９－２）及び式（９－３）で表される。Ｂ//eff0はＢ//effの振幅であり、Ｂ⊥eff0は
Ｂ⊥effの振幅である。
【００６５】
【数９】

【００６６】
　直交する実効磁束密度の振幅比Ｋeff＝Ｂ⊥eff0/Ｂ//eff0が１となる状態、つまり振幅
の大きさを等しい状態にするのが好ましい。Ｋeffの好ましい範囲はＫeff＝０．９３～１
．０８であり、より好ましくはＫeff＝０．９６～１．０４であり、理想的にはＫeff＝１
．０である。
【００６７】
　χを最適センサ傾斜角χbest［式（９－３）においてＫeff＝１．０のときのχがχbes

tである。］にした場合、センサデバイスの固定層磁化方向を感磁面内で回転させても角
度誤差は発生しない。これは、スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子の固定層磁化方向を
直交させて、１対のセンサブリッジが２軸の直交関係になっていれば、感磁面内で固定層
磁化方向を回転させてもセンサブリッジの出力の位相がθｍに対して進むか又は遅れるだ
けで、出力の振幅及び出力の精度には影響しないためである。以上のようにして、前記ス
ピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子は、Ｂｘ、Ｂｙ及びＢｚの３軸成分を有する磁束の方
向を検知する。
【００６８】
　前述の式（９－１）～（９－３）は、センサデバイスをχ傾けることで、Ｋ0より小さ
い任意の実効磁束密度振幅比を得られることを示している。例えば、χ＝６０ｄｅｇ．と
したとき、Ｂ⊥effとＢ//effの実効磁束密度振幅比Ｋeffは１．０となる。このとき、セ
ンサデバイス内のセンサブリッジＸ０１，Ｙ０１の出力は正弦波状となり、逆正接演算を
行っても角度誤差は発生しない。
【００６９】
　ここで、磁石回転子を磁気モーメントｍに近似したが、実際には回転軸方向に薄い扁平
形状をした円板状磁石が多く用いられるため、磁石回転子の反磁場係数やセンサデバイス
の取り付け位置に依存して、空間磁束密度振幅比Ｋ0は変化する。しかしながら、センサ
デバイスの取り付け位置を、磁石回転子表面とのギャップの距離が数ｍｍになるように離
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した場合、磁気モーメントｍで近似可能となる。
【００７０】
　上記のように、２極着磁の磁石においては、磁気モーメントｍに近似可能な解析によっ
て、実効磁束密度振幅比Ｋeffが１となる、最適センサ配置角φbest及び最適センサ傾斜
角χbestを求めることができる。しかしながら、多極に着磁されたリング磁石のように、
着磁パターンが複雑な場合は、磁気モーメントｍでの解析が困難となってくる。このよう
な場合は、有限要素法などの磁場解析によって、任意の点の磁束密度成分から空間磁束密
度振幅比Ｋ0を求め、実効磁束密度振幅比Ｋeffが１となるように、センサデバイスをＸ－
Ｙ平面からχ傾ければ、角度誤差の少ない回転角度検出装置を構成することができる。同
様に、実効磁束密度振幅比Ｋeffが１となるように、センサデバイスをＸ－Ｙ平面からＺ
方向に移動させても、角度誤差の少ない回転角度検出装置を構成することができる。
【００７１】
（２デバイス、４ブリッジの重要性）
　逆正接演算により回転角度を表す角度信号を得るには、サイン信号とコサイン信号の２
信号が必要である。センサブリッジＸ０１とセンサブリッジＹ０１の出力は、それぞれの
信号がコサイン信号とサイン信号に対応しており、この２個のセンサブリッジのみでも回
転角度出力を得ることは可能である。しかし、上述の式（３）にあるように、磁石回転子
からの磁束密度は必ずしも基本波成分のみではなく、高調波を含んでいる。また、式（９
－１）～（９－２）に示すように、傾き角χや、軸ずらし量ｈをセンサデバイスに設けな
い場合は、センサデバイスの設置位置における半径方向と回転方向の磁束密度が異なるこ
とから、さらに出力信号は高調波を含むこととなる。すなわち、磁石回転子の近傍でセン
サデバイスの出力を測定する場合、磁石回転子の回転角度を横軸に、センサデバイスの出
力を縦軸にとった場合、固定層磁化方向が半径方向を向いているセンサブリッジの出力は
台形波状（ｓｉｎカーブが台形的に歪んだ波形）となり、固定層磁化方向が回転方向を向
いているセンサブリッジの出力は三角波状（ｓｉｎカーブが三角形的に歪んだ波形）にな
る。このため、電気角で９０ｄｅｇ．離れた位置に設置した第２のセンサデバイスからの
出力Ｘ０２とＹ０２を加えることで基本波成分を増加させ、かつ高調波成分を相殺して減
少させることが可能になる。このような信号処理により、角度信号の誤差をより低減する
ことができる。第１のセンサデバイスと第２のセンサデバイスは必ずしも電気角で９０ｄ
ｅｇ．の隣接個所に設置する必要はない。例えば、第１のセンサデバイス１２ａから、第
２のセンサデバイス１２ｂが電気角で９０ｄｅｇ．＋１８０ｄｅｇ．離れた位置に設置さ
れた場合、センサブリッジＸ０１の出力を基準にして、それぞれのセンサブリッジの出力
のを基本波は式（１６－１）～（１６－４）で表される。
【００７２】
【数１０】

【００７３】
　ここで、Ｘ０２を反転して、Ｙ０１出力とＸ０２反転出力とを差動処理する必要がある
。Ｘ０１出力とＹ０２出力とは、反転処理のないまま差動増幅器の入力端に入力可能であ
る。なお、位相関係を変えずに配置と結線を変えることで、同様の精度で回転角度を検知
することも可能である。よって、上記の第１のセンサデバイスと第２のセンサデバイスの
設置位置に関しては、電気角で９０ｄｅｇ．及び、電気角９０±３６０ｄｅｇ．に限定さ
れるものではなく、その相対位置は９０±１８０ｎｄｅｇ．（ｎは整数）の任意の角度を
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取ることが可能である。ただし、このようにセンサデバイス同士の間隔を広げると、位置
検出装置を直線駆動装置に付け合せる際に、組立て精度の影響を受けて位置の検出精度が
制約されることがある。従って、センサデバイス同士の間隔を小さくするのがより好まし
い。
【００７４】
　以上のように、センサデバイスを傾斜、軸方向に平行移動、センサデバイスを複数個配
置することで、リング磁石の回転角度を高精度に測定することができることを述べた。今
、このリング磁石の外径が限りなく大きく、極数が非常に多い場合を考える。この場合、
センサデバイス側から見ると、リング磁石の回転は多磁極列の直線移動と等価と考えるこ
とができ、直線変位量を検出できる。図６に多磁極列の磁石とセンサデバイスの位置関係
を示す。直線変位量を検出する場合は、図１１のλを求める必要がある。上記までの説明
は角度θｅｌもしくはθｍを検出する手法であるため、λを得る場合は、角度を距離に変
換する必要がある。リング磁石の半径をr０、極数を２Ｎ極（但し、Ｎは２以上の整数で
ある。）とすると、電気角１周期あたりの距離λは、２r０π／Ｎで求められる。たとえ
ば、直径１００ｍｍ、８極の磁石の場合、電気角１周期当たりの距離は、λ＝３９．２７
ｍｍとなる。
【００７５】
（参考形態１、２）
　参考形態１として、多極の磁石回転子２１と１つのセンサデバイス１２ａを用いて構成
する回転角度検出装置を図９（ａ）及び図９（ｂ）に示す。図９（ｂ）は図９（ａ）のＡ
－Ａ断面図である。磁石回転子２１の内周面側にはシャフトを通して固定しているが、図
示は省略する。センサデバイスはセンサ傾斜角χ＝０、ｈ＝０で配置する。参考形態２と
して、図１０はセンサ傾斜角χ傾けてセンサデバイスを配置する以外、図９に示す回転角
度検出装置と同様に構成する。
【００７６】
　磁石回転子（４極以上）の磁束とセンサデバイスの位置関係を図１１（ａ）及び図１１
（ｂ）に示す。図１１（ａ）において、磁石回転子のリング状永久磁石３１の各磁極内の
磁化の向きは直線状の太矢印で表し、磁極表面から発生する磁束を曲線状の太矢印で表し
た。センサデバイス３２ｆはＸ軸の向きの磁束を受けている。λは表面磁束密度分布を測
定したときのサイン信号の１波長（電気角で３６０ｄｅｇ．）に相当し、リング状永久磁
石３１では１対の磁極表面の周方向長さに相当し、図６の固定子では同極性の磁極間距離
に相当する。ｒ１は、リング状永久磁石３１の径方向に沿ってみたときの、センサデバイ
ス３２ｆの感磁面の中心とリング状永久磁石３１の表面との距離である。このとき、セン
サデバイス３２ｆはＸ軸の向きの磁束を受けている。リング状永久磁石３１を周方向に電
気角で９０ｄｅｇ．だけ回転させると、センサデバイス３２ｆはＹ軸の向きの磁束を受け
るようになる。Ｚ軸は、リング状永久磁石３１の孔の中心ｏを通り磁石の回転平面と直交
する軸で、磁石回転子の回転軸に相当する。θｍは、磁石回転子の機械的な回転を表す機
械角である。
【００７７】
　図１１（ｂ）は２通りのセンサデバイス３２ｆ、及びセンサデバイス３２ｆ’の配置を
示したものである。センサデバイス３２ｆは、Ｚ＝０のＸ－Ｙ平面上にセンサデバイスの
感磁面の中心を配置し、その感磁面をＸ－Ｙ平面に対してセンサ傾斜角χだけ傾けている
。センサデバイス３２ｆ’は、センサ配置角φ’の位置にあり、Ｘ－Ｙ平面に対してχ'
傾けている。センサデバイス３２ｆ’の中心は、リング磁石３１の厚み中心点を通りかつ
回転軸線に垂直な平面からＺ軸方向にｈ’離れている。センサデバイス３２ｆ’の位置に
おいて、磁束の方向はＸ軸からε’傾いている。リング磁石の厚みｔはＺ軸方向の寸法で
ある。リング磁石３１の厚み中心点は、リング磁石のＸ－Ｙ断面中央とZ軸断面の中央が
交差する点であり、ＸＹＺ軸の原点に相当する。このリング磁石の孔には回転軸となるシ
ャフトを固定することができる。
【００７８】
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　本発明の位置検出装置は、図１、図４等に示すセンサデバイス１２ａ，１２ｂとして、
図１２の（ａ）～（ｆ）に示すように、スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子８個で２つ
のフルブリッジ回路を構成し、非磁性リードフレームを利用して１０個の端子２３を形成
し、樹脂系材料でモールドしたセンサデバイス１２ａ，１２ｂを用いる。
【００７９】
　図１２（ａ）に示すように、１つのセンサデバイス１２ａ内には、エレメントとしてＸ
，Ｙ，－Ｘ，－Ｙ方向のいずれかを固定層磁化方向としたスピンバルブ型巨大磁気抵抗効
果素子が８個内蔵されている。図中の太い矢印は１個のエレメントにおける固定層磁化方
向を表す。１つの基板に固定層磁化方向が同じである２個のエレメントを形成したものを
４個用いる。これら８個のエレメントについて、Ｘ，－Ｘ方向を固定層磁化方向とするエ
レメントは図１２（ｂ）の回路図のように接続し、センサブリッジＸ０１を構成する。同
様にＹ，－Ｙ方向を固定層磁化方向とするエレメントは図１２（ｃ）の回路図のように接
続し、センサブリッジＹ０１を構成する。Ｘ，－Ｘ方向は反平行の関係にあり、Ｙ，－Ｙ
方向は反平行の関係にあり、Ｘ及び－Ｘ方向は、Ｙ及び－Ｙ方向と直交するように形成す
る。
【００８０】
　同様に、図１２（ｄ）に示す通り、もう１つのセンサデバイス１２ｂ内には、Ｘ，Ｙ，
－Ｘ，－Ｙ方向のいずれかを固定層磁化方向としたスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子
が８個内蔵されている。Ｘ，－Ｘ方向を固定層磁化方向とするエレメントは図１２（ｅ）
の回路図のように接続されており、センサブリッジＸ０２を構成する。同様にＹ，－Ｙ方
向を固定層磁化方向とするエレメントは図１２（ｆ）の回路図のように接続されており、
センサブリッジＹ０２を構成した。センサブリッジＸ０１は多磁極列の配列方向と直交す
る方向に固定層磁化方向を有し、センサブリッジＹ０１は多磁極列の配列方向に固定層磁
化方向を有し、センサブリッジＸ０２は多磁極列の配列方向と直交する方向に固定層磁化
方向を有し、センサブリッジＹ０２は多磁極列の配列方向に固定層磁化方向を有するよう
にセンサデバイスを位置検出装置に設ける。
【００８１】
　図１２（ａ）では、２個のスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子２２，２２ｂ，２２ｃ
及び２２ｄを図１２（ｂ）および（ｃ）のように結線し、リードフレームによる１０本の
端子２３と接続し、樹脂で一体にモールドしてセンサデバイス12aを形成する。スピンバ
ルブ型巨大磁気抵抗効果素子２２ａ及び２２ｄの太矢印は、図１（ａ）において多磁極列
の配列方向（すなわちセンサデバイスの移動方向）と直交するように配置する。図１２（
ｂ）のブリッジ回路では、一定の直流電圧Ｖｃｃｘを印加して、ブリッジ接続の中点から
Ｖｘ１とＶｘ２とを出力する。Ｇｎｄｘ１、Ｇｎｄｘ２、Ｇｎｄｙ１及びＧｎｄｙ２は接
地（アース電位）である。なお、図１２（ａ）では、１つの基板に固定層磁化方向が同じ
である２個のエレメントを形成したものを４個用いるが、８つのエレメントを１つの基板
に形成したものや1つのエレメントを形成した基板８個用いてもよい。固定層磁化方向を
すべて同じ向きに形成したウェハから、エレメントを１個ずつ切り出し、図１２（ａ）の
ように配列し、ブリッジを組むように配線することもできる。なお、図示は省略している
が、図１２（ａ）に示すそれぞれのスピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子は、非磁性基板
上に、下地層（Ｃｒ）／固定層（Ｃｏ／Ｒｕ／Ｃｏ）／Ｃｕ層／自由層（Ｃｏ／ＮｉＦｅ
）／キャップ層（Ｔａ）という順に積層してパターニングし、通電用の電極膜を設け、絶
縁被覆を施したものである。これに代えて、セルフピン構造のスピンバルブ型巨大磁気抵
抗効果素子を用いて、エレメントの固定層磁化方向を決定することもできる。
【００８２】
　このように、それぞれのセンサデバイスは固定層磁化方向が直交した２個のセンサブリ
ッジを内蔵しており、それぞれのセンサブリッジの固定層磁化方向は、リソグラフィ手法
又は超精密な位置決め精度を有する機械による部品配置でエレメントを形成することによ
り、センサデバイス同士をプリント基板等に実装する場合に比べ、より高精度に位置決め
を行う。固定層磁化方向を直交させることで、高い精度で位置検出することが可能になる



(17) JP 5201493 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

。また、第１のセンサデバイスと第２のセンサデバイスに同一仕様のものを用いることに
より、異なる仕様のセンサデバイスを用いる場合に発生する実装時の誤りを回避すること
ができる。同一仕様のものとは、同じ条件で作製したセンサデバイスのことである。例え
ば、エレメントをウェハープロセスで作製する際に、ロットの異なるウェハ上に形成され
ていても製造条件が同一である範囲を同一の仕様と称する。
【００８３】
　図１２の（ａ）～（ｆ）で示されている通り、各センサデバイスはブリッジ回路を２個
有しており、ＶｃｃとＧｎｄ間に直流電圧を印加して、磁石回転子の磁界内にセンサデバ
イスを置くことにより、Ｖｘ１とＶｘ２間と、Ｖｙ１とＶｙ２間にそれぞれ差動出力を得
ることができる。この４つのセンサブリッジＸ０１，Ｙ０１，Ｘ０２及びＹ０２から出力
される差動出力は、図１３に示すようにそれぞれ差動増幅器（オペアンプ２６ａ，２６ｂ
，２６ｃ，２６ｄ，２６ｅ，２６ｆ）によって増幅され、増幅されたＸ０１及びＹ０２か
ら出力される第１の出力信号、及び増幅されたＹ０１及びＸ０２から出力される第２の出
力信号は、Ａ－Ｄ変換部２７でデジタル変換され、位置演算部２８において演算が行われ
、最終的に電気角に対応する信号（位置信号）が出力される。この場合、第１の出力信号
と第２の出力信号の位相差は９０ｄｅｇ．異なっており、第１の出力信号をコサイン信号
とみなしたときに、第２の出力信号をサイン信号とみなすことが可能であり、これらの信
号から逆正接演算（ｔａｎ－１）を行うことで、０からλに対応する位置信号を得る。
【００８４】
　本明細書において、センサブリッジは４つのエレメント（スピンバルブ型巨大磁気抵抗
効果素子）を電気回路的なブリッジに組んだものに相当する。さらに２つのセンサブリッ
ジを搭載したものをセンサデバイスと称する。固定子とセンサデバイスを対向させる構成
を位置検出装置（ユニット）と称する。なお、位置検出装置に取り付けることができるよ
うに複数のセンサデバイスを組み合わせた単位をモジュールと称する。
【００８５】
　本発明を以下の実施例により図面を用いてさらに詳細に説明するが、本発明はこれらに
限定されるものではない。
【００８６】
（実施例１）
　図１４には、実施形態１の構成において、λ＝４５ｍｍ、ｒ１＝６ｍｍ、ｈ’＝６ｍｍ
として、センサデバイス１２ａを平行移動させたときの変位量と変位量誤差の関係を示す
。センサデバイスの直線変位量の誤差は後述の比較例に比べて約１／７に低減できた。
【００８７】
（比較例）
　図１５には、比較形態の構成において、ｈ’＝０ｍｍとした以外は、実施例１と同様の
条件として、センサデバイス１２ａを平行移動させたときの変位量と変位量誤差の関係を
示す。直線変位量の誤差は±１．５ｍｍを超えており、高い精度で変位量を測定すること
は難しかった。
【００８８】
（実施例２）
　図１６には、実施形態３の構成において、λ＝４５ｍｍ（即ち、感磁面の中心同士の距
離λ／４は１１．２５ｍｍである。）、ｒ１＝６ｍｍ、ｈ’＝０ｍｍ、χ＝０ｍｍとして
、センサデバイス１２ａ及び１２ｂを一体として平行移動させたときの変位量と変位量誤
差の関係を示す。センサデバイスの直線変位量の誤差は、比較例が±１．７ｍｍ程度であ
るのに比べて、実施例２は±０．３ｍｍ以下に低減できた。２個のセンサデバイスを用い
ることによる精度改善できることがわかる。
【００８９】
（実施例３）
　実施形態３の２つのセンサデバイスの相対的位置関係は変更せず、両方ともｈ'＝６ｍ
ｍとして同様の実験を行ったところ、更なる精度改善が確認された。



(18) JP 5201493 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

【００９０】
（参考例１、２）
　参考形態１において磁石回転子外周からセンサデバイス中心までの距離を約３ｍｍとし
、参考形態２においてセンサ傾斜角χ＝５５ｄｅｇ．とした。磁石回転子２１は１２極着
磁とした為に、機械角で３６０ｄｅｇ．回転すると６周期の出力が得られた。この場合、
機械角が６０ｄｅｇ．で電気角の１周期となる。得られたデータを、図１７に（ａ）機械
角とセンサ出力のグラフ、（ｂ）機械角に対する検出角度と電気角誤差のグラフ、及び（
ｃ）前記（ｂ）を一部拡大したグラフとして示す。歪み具合に差はあるが、センサブリッ
ジＸ０１が台形波、センサブリッジＹ０１が三角波となっており、電気角１周期あたりの
角度誤差は±１０ｄｅｇ．以上と非常に大きな値をであった。一方、参考形態２を実施し
て得られたデータを、図１８のグラフ（ａ）～（ｃ）に示す。各センサブリッジからの出
力はほぼ正弦波及びほぼ余弦波となり、電気角の角度誤差は±３ｄｅｇ．程度となり、大
きな角度誤差の改善が見られた。この回転角度検出装置をモータに適用し回転角度を高精
度に検出することができた。
【図面の簡単な説明】
【００９１】
【図１】本発明の位置検出装置の概略図を示す。
【図２】比較形態の位置検出装置の概略図を示す。
【図３】本発明の他の位置検出装置の概略図を示す。
【図４】本発明の他の位置検出装置の概略図を示す。
【図５】本発明の他の位置検出装置の概略図を示す。
【図６】位置検出装置の座標等を説明する概略図である。
【図７】本発明の直線駆動装置の概略図を示す。
【図８】本発明の他の直線駆動装置の概略図を示す。
【図９】参考形態の回転角度検出装置の概略図を示す。
【図１０】他の参考形態の回転角度検出装置の概略図を示す。
【図１１】参考形態の回転角度検出装置の座標等を説明する概略図である。
【図１２】センサデバイスにおけるエレメント（素子）の配置及びブリッジ回路を示す模
式図である。
【図１３】本発明に用いる回路の一例を示す図である。
【図１４】実施例の変位量と変位量誤差を示すグラフである。
【図１５】比較例の変位量と変位量誤差を示すグラフである。
【図１６】他の実施例の変位量と変位量誤差を示すグラフである。
【図１７】参考例の機械角とセンサ出力の関係、機械角に対する検出角度と電気角誤差の
関係を示すグラフである。
【図１８】他の参考例の機械角とセンサ出力の関係、機械角に対する検出角度と電気角誤
差の関係を示すグラフである。
【符号の説明】
【００９２】
　１１：固定子、　１２ａ，１２ｂ，１２ｃ，１２ｄ，１２ｅ：センサデバイス、
　１２ａ’：センサデバイス、　１２ａ’’：センサデバイス、
　２２ａ，２２ｂ，２２ｃ，２２ｄ：スピンバルブ型巨大磁気抵抗効果素子、
　２３：端子、　２６ａ，２６ｂ，２６ｃ，２６ｄ，２６ｅ，２６ｆ：オペアンプ、
　２７：Ａ－Ｄ変換部、　２８：位置演算部、
　４０：固定子、　４１：リング磁石、　４１ｂ：円柱磁石、　４２：シャフト、
　４３：ヨーク、４４：コイル、　４５ａ，４５ｂ：非磁性部、
　４６：非磁性部、　４７：基準磁極、　４８：基準レール　４９：可動子、
　５０：固定子、　５１：磁石列、
　５２ａ，５２ｂ：側板ヨーク、　５２ｃ：基板ヨーク、　５３：枠体、　５４：コイル
、
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　５５：支持基板、　５６：テーブル、　５７ａ，５７ｂ：ガイド部、
　５８ａ，５８ｂ：補強部材、　５９：可動子

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】 【図９】

【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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